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第１ 基準に準拠している旨

本審査は、木津川市監査基準に準拠して執行した。

第２ 審 査 の 対 象

令和６年度 木津川市公共下水道事業会計決算

第３ 審 査 の 期 間

令和７年７月１４日から令和７年８月４日まで

第４ 審 査 の 方 法

公共下水道事業会計の決算審査にあたっては、市長から送付を受けた決算報告書、損

益計算書、剰余金計算書、貸借対照表及びその他決算附属書類が地方公営企業法第３０

条及び同法施行令第２３条の規定に準拠して調製されているか、また、その計数の正確

性、事務処理の適否、予算の執行状況等について検証するため、関係諸帳簿との照合を

行い、併せて関係職員から説明聴取を行い審査を実施した。

第５ 審 査 の 結 果

審査に付された公共下水道事業会計の決算報告書その他関係書類は、いずれも地方公

営企業法及びその他の関係法令に基づいて調製されており、審査した範囲において、そ

の計数は関係帳簿等と照合した結果、適正に表示、処理されていると認められた。

なお、業務の概要及び損益の概要については、次のとおりである。

(注) １ 文中及び表中に用いる比率は、小数点以下第２位を四捨五入した。そのため構成比率について、総計と内訳の

計とが一致しない場合がある。また、該当数値がないものは、「－」で表示した。

２ 文中に用いている「ポイント」とは、パーセンテージ間の差引数値である。
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第６ 審 査 の 概 要

１ 業務実績

(１)業務の状況

令和６年度の業務の状況を前年度と比較すると、次のとおりである。

(注)年度末職員数は、再任用職員を含む。

令和６年度末の処理区域内面積は、１,５５１.７ha、処理区域内人口は７万４,４７

７人で、行政区域内人口７万９,１１６人に対する普及率は９４.１％で、前年度と比

べ、０.２ポイント上昇している。

年度末水洗化人口は、７万８５７人となり、前年度と比べ、１４６人増加しており、

水洗化率は９５.１％で、前年度と比べ、０.４ポイント上昇している。

年間総処理水量は、７０９万９,０２９㎥で、前年度と比べ、７万４７５㎥増加して

いる。

水洗化人口の主な増加要因は、公共下水道への接続人口の増加によるものである。

年間総処理水量及び年間有収水量の主な増加要因は、木津川市の人口は減少してい

るが、水洗化の伸びにより全体的な使用水量が増加したことによるものである。

下水道使用料の算定対象となる年間有収水量は、７０１万９,００４㎥で、前年度と

比べ、６,３４６㎥増加している。また、年間有収量率は９８.９％となり、前年度と

比べ、０.９ポイント悪化している。

行政区域内人口 79,116人 79,528 人 △ 412人

全体計画区域内人口 78,283人 78,356 人 △ 73人

全体計画区域面積 1,959.2 ha 1,959.2 ha 0.0 ha

処理区域内人口 74,477人 74,682 人 △ 205人

処理区域内面積 1,551.7 ha 1,551.2 ha 0.5 ha

普 及 率 94.1 ％ 93.9 ％ 0.2 Ｐ

処理区域内戸数 31,371 戸 30,941 戸 430 戸

年度末水洗化戸数 29,835 戸 29,220 戸 615 戸

水 洗 化 人 口 70,857人 70,711 人 146人

水 洗 化 率 95.1 ％ 94.7 ％ 0.4 Ｐ

管 渠 延 長 398 ㎞ 397 ㎞ 1 ㎞

年間総処理水量 7,099,029 m3 7,028,554 m3 70,475 m3

年 間 有 収 水 量 7,019,004 m3 7,012,658 m3 6,346 m3

年 間 有 収 量 率 98.9 ％ 99.8 ％ △ 0.9 Ｐ

年 度 末 職 員 数 10 人 11 人 △ 1 人

区　　　分
令和６年度 令和５年度 比較増減 対前年度比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ） （Ｃ）／（Ｂ）

△ 0.5%

△ 0.1%

0.0%

△ 0.3%

0.0%

―

―

△ 9.1%

1.4%

2.1%

―

0.3%

1.0%

0.1%

0.2%
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(２)使用料単価及び処理原価

有収水量１㎥当たりの使用料単価と処理原価は、以下のとおりである。

(単位：円、％)

(注)使用料単価＝下水道使用料(税抜)÷年間有収水量

処 理 原 価(B)＝汚水処理費[維持管理費＋資本費(減価償却費＋企業債利息)]÷年間有収水量

処 理 原 価(公費負担後)＝汚水処理費[維持管理費＋資本費(減価償却費＋企業債利息)－繰入金]÷年間有収水量

有収水量１㎥当たりの使用料単価は１４９円６５銭で、これに対する処理原価は１

８５円３０銭となっている。この結果、３５円６５銭の差損となり、利益率は８０.

８％で、前年度と比べ、３.９ポイント悪化しており、汚水処理に要する費用が物価高

騰や人件費上昇により増加していることが、主な要因である。

なお、一般会計からの繰入後（基準内）の処理原価は１５０円である。これは、使

用料単価が１５０円未満の場合、国が示す『下水道使用料の水準（目安）』では「処

理原価が１５０円を超える場合は、使用料単価を１５０円まで引き上げる」とあり、

処理原価１５０円分までは私費（使用料）負担が原則とされるが、使用料の適正化の

目安となる１５０円を超える部分については、繰入金（基準内）で対応しているため

である。

区 分
使用料単価

(Ａ)

処 理 原 価

(Ｂ)

利 益

(Ａ)－(Ｂ)

利益率

(Ａ)／(Ｂ)×100

処 理 原 価

(公費負担後)
令和６年度 １４９.６５ １８５.３０ △３５.６５ ８０.８ １５０.００

令和５年度 １４９.５１ １７６.６０ △２７.０９ ８４.７ １５０.００
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２ 予算の執行状況

(１)収益的収入及び支出状況
令和６年度の収益的収入及び支出に係る予算執行状況は、次のとおりである。

① 収益的収入(事業収益)(税込) (単位：円)

(注)決算額は、仮受消費税及び地方消費税 1 億 526 万 898 円を含む。

なお､還付となる消費税及び地方消費税額は 487 万 1,907 円である｡

② 収益的支出(事業費用)(税込) (単位：円)

(注)決算額は､仮払消費税及び地方消費税 8,316 万 826 円を含む｡

予　算　額 決　算　額 予算額に対する増減 収入率

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ）

営業収益 1,183,739,000 1,182,069,769 △  1,669,231 99.9%

下水道使用料 1,155,359,000 1,155,443,269 84,269 100.0%

他会計負担金 27,464,000 25,738,000 △ 1,726,000 93.7%

その他営業収益 916,000 888,500 △ 27,500 97.0%

営業外収益 1,338,659,000 1,316,194,361 △  22,464,639 98.3%

他会計負担金 357,842,000 304,193,000 △ 53,649,000 85.0%

他会計補助金 99,618,000 125,953,000 26,335,000 126.4%

長期前受金戻入 878,351,000 878,353,087 2,087 100.0%

消費税及び地方消費税還付額 0 4,871,907 4,871,907 －

雑収益 2,848,000 2,823,367 △ 24,633 99.1%

特別利益 1,000 0 △  1,000 0.0%

過年度損益修正益 1,000 0 △ 1,000 0.0%

収 入 合 計 2,522,399,000 2,498,264,130 △  24,134,870 99.0%

前 年 度 収 入 合 計 2,408,982,000 2,405,037,181 △  3,944,819 99.8%

区　　　分

予　算　額 決　算　額 執行率 翌年度

（Ａ） （Ｂ） (B)/(A) 繰越額

営 業 費 用 2 , 3 9 3 , 0 0 0 , 0 0 0 2 , 3 6 3 , 6 8 4 , 5 8 6 9 8 . 8 % 0 2 9 , 3 1 5 , 4 1 4

管渠費 31,173,000 21,806,102 70.0% 0 9,366,898

処理場費 137,460,000 123,166,250 89.6% 0 14,293,750

雨水幹線維持管理費 8,283,000 6,558,078 79.2% 0 1,724,922

普及指導費 300,000 60,000 20.0% 0 240,000

業務費 63,258,000 61,246,318 96.8% 0 2,011,682

総係費 75,298,000 73,653,494 97.8% 0 1,644,506

流域下水道維持管理費 692,274,000 692,243,748 100.0% 0 30,252

減価償却費 1,367,026,000 1,367,022,835 100.0% 0 3,165

資産減耗費 17,928,000 17,927,761 100.0% 0 239

営 業 外 費 用 1 2 6 , 3 7 2 , 0 0 0 1 0 6 , 1 2 3 , 8 0 9 8 4 . 0 % 0 2 0 , 2 4 8 , 1 9 1

支払利息及び企業債利息 106,371,000 106,123,809 99.8% 0 247,191

消費税及び地方消費税 20,000,000 0 0.0% 0 20,000,000

その他営業外費用 1,000 0 0.0% 0 1,000

特 別 損 失 3 5 0 , 0 0 0 1 0 0 , 2 2 0 2 8 . 6 % 0 2 4 9 , 7 8 0

過年度損益修正損 350,000 100,220 28.6% 0 249,780

予 備 費 2 , 6 7 7 , 0 0 0 0 0 . 0 % 0 2 , 6 7 7 , 0 0 0

予備費 2,677,000 0 0.0% 0 2,677,000

支 出 合 計 2 , 5 2 2 , 3 9 9 , 0 0 0 2 , 4 6 9 , 9 0 8 , 6 1 5 9 7 . 9 % 0 5 2 , 4 9 0 , 3 8 5

前 年 度 支 出 合 計 2 , 4 0 8 , 9 8 2 , 0 0 0 2 , 3 7 6 , 1 5 3 , 7 5 5 9 8 . 6 % 0 3 2 , 8 2 8 , 2 4 5

区　　　分 不　用　額
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税込収益的収入の予算額２５億２,２３９万９,０００円に対し、決算額は２４億９,

８２６万４,１３０円で、収入率は９９.０％である。

主な収入は、営業収益では下水道使用料１１億５,５４４万３,２６９円で、営業外

収益では、長期前受金戻入８億７,８３５万３,０８７円である。

一方、税込収益的支出の予算額２５億２,２３９万９,０００円に対して、決算額は

２４億６,９９０万８,６１５円で９７.９％の執行率である。

また、不用額は５,２４９万３８５円で、予算額に対する割合は２.１％となってお

り、翌年度繰越額は発生していない。

主な支出は、営業費用では、加茂浄化センターの維持管理費１億２,３１６万６,２

５０円、各流域下水道施設の維持管理に係る負担金６億９,２２４万３,７４８円とな

っており、営業外費用では、企業債に係る支払利息１億６１２万３,８０９円などであ

る。

(２)資本的収入及び支出状況

令和６年度の資本的収入及び支出に係る予算執行状況は、次のとおりである。

① 資本的収入(税込) (単位：円)

(注)資本的収入における仮受払消費税及び地方消費税は 0 円である。

② 資本的支出(税込) (単位：円)

(注)決算額は、仮払消費税及び地方消費税 5,863 万 5,544 円を含む。

予　算　額 決　算　額 予算額に対する増減 収入率

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ）

企 業 債 698,100,000 335,400,000 △ 362,700,000 48.0%

他 会 計 出 資 金 42,199,000 42,199,000 0 100.0%

他 会 計 補 助 金 85,475,000 114,475,000 29,000,000 133.9%

工 事 負 担 金 0 0 0 －

国 庫 補 助 金 665,375,000 301,343,000 △ 364,032,000 45.3%

その他資本的収入 0 0 0 －

基 金 繰 入 金 0 0 0 －

収 入 合 計 1,491,149,000 793,417,000 △ 697,732,000 53.2%

前 年 度 収 入 合 計 1,145,923,000 824,165,000 △ 321,758,000 71.9%

区　　　分

予　算　額 決　算　額 執行率 翌年度

（Ａ） （Ｂ） (B)/(A) 繰越額

建 設 改 良 費 1,448,985,000 690,433,070 47.6% 747,824,000 10,727,930

企 業 債 償 還 金 573,428,000 573,426,748 100.0% 0 1,252

積 立 金 0 0 - 0 0

支 出 合 計 2,022,413,000 1,263,859,818 62.5% 747,824,000 10,729,182

前年度支出合計 1,660,149,000 1,263,744,776 76.1% 310,600,000 85,804,224

区　　　分 不　用　額
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税込資本的収入は、予算額１４億９,１１４万９,０００円に対し、決算額は７億９,

３４１万７,０００円で、収入率は５３.２％となっている。

一方、税込資本的支出は、予算額２０億２,２４１万３,０００円に対して、決算額

は１２億６,３８５万９,８１８円、執行率は６２.５％となっている。

また、不用額は１,０７２万９,１８２円で、予算額に対する割合は０.５％となって

おり、翌年度繰越額は７億４,７８２万４,０００円となっている。

主な収入は、企業債３億３,５４０万円、一般会計からの補助金１億１,４４７万５,

０００円、国庫補助金３億１３４万３,０００円などである。

支出は、建設改良費６億９,０４３万３,０７０円で、主な内訳は木津地区の第１処

理分区に係る面整備工事 1 億７００万３,６００円、加茂地区の加茂浄化センター建設

工事４億３,２００万円、山城地区の処理分区に係る管渠工事９７１万８,５００円、

第３次公共下水道ストックマネジメント実施計画策定業務２,９７０万円などである。

また、京都府等の下水道建設事業に係る負担金は、木津川上流流域下水道建設事業

負担金６,２７５万３,０２９円、木津川流域下水道建設事業負担金８１７万６３６円

などであり、また、企業債償還金は、地方公共団体金融機構等への元金償還金で、令

和６年度末の企業債未償還残高は、６８億７,５４２万２,６４９円となっている。

この結果、資本的収入のうち、前年度財源充当額４７０万円及び翌年度へ繰越する

支出の財源充当額６,２１６万６,０００円を除いた資本的収支の差引不足額５億３,

７３０万８,８１８円が生じたが、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２,

７４８万６,１０３円、過年度分損益勘定留保資金２億３,８０４万４,６２７円及び当

年度分損益勘定留保資金２億６,７７７万８,０８８円で補填されている。なお、不足

する額４００万円（未払い相当分）については、令和６年度同意済企業債の未発行分

４００万円をもって翌年度に措置するものとしている。

３ 経営成績

(１)収益的収支の状況

令和６年度の消費税及び地方消費税抜きの経営成績は、次のとおりで、総収益２３

億８,８３８万４,６７３円に対し、総費用は２３億８,７５１万５,２６１円で、差引

き８６万９,４１２円の純利益となっている。

① 収益的収支の推移(税抜) (単位：円、％)

(注)すう勢比率は、令和４年度を基準年度(１００)とする。

区 分

総 収 益

(下水道事業収益)

総 費 用

(下水道事業費用)
純 利 益

( △ は 純 損 失 )

金 額 (Ａ)
す う 勢
比 率 金 額 (Ｂ)

す う 勢
比 率 (Ａ)－(Ｂ)

総 収 支
比 率

６ 2,388,384,673 106.5 2,387,515,261 106.5 869,412 100.0

５ 2,300,400,798 102.6 2,299,011,170 102.5 1,389,628 100.1

４ 2,242,845,527 100.0 2,242,545,078 100.0 300,449 100.0
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② 事業収支前年度比較(税抜) (単位：円)

令和６年度の総収益２３億８,８３８万４,６７３円の内訳は、営業収益が１０億７,

７０２万９,４７１円で、前年度の１０億７,０２６万３,３８６円と比べ、６７６万６,

０８５円(０.６％)の増収となっている。

増収の主な要因は、公共下水道への接続人口が増加したことで有収水量が増加した

ことによる下水道使用料の増加、雨水処理費用に掛かる一般会計負担金の増加による

ものである。

営業外収益は１３億１,１３５万５,２０２円で、前年度の１２億３,０１３万７,４

１２円と比べ、８,１２１万７,７９０円(６.６％)の増収となっている。

増収の主な要因は、基準内繰入である他会計負担金の増加、長期前受金戻入の増加

によるものである。

一方、総費用２３億８,７５１万５,２６１円の内訳は、営業費用が２２億８,０５３

万２,８６７円で、前年度の２１億８,５１１万１,８５１円と比べ、９,５４２万１,

０１６円(４.４％)の支出増となっている。

支出増の主な要因は、流域下水道維持管理負担金の増加、経営戦略改定業務の委託

料などによるものである。

営業外費用は１億６８９万１,２８１円で、前年度の１億１,３７６万８,１４４円と

比べ、６８７万６,８６３円(６.０％)の支出減となっている。

支出減の主な要因は、企業債利息が減少したことによるものである。

また、特別損失は９万１,１１３円で、前年度の１３万１,１７５円と比べ、４万６

２円(３０.５％)減少している。

減少の主な要因は、過年度使用料の還付金である過年度損益修正損が減少したこと

によるものである。

(各区分の内訳は「決算審査資料 第２表 損益計算書構成及びすう勢比率表(税抜)」参照)

令和６年度 令和５年度 増減額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

下水道事業収益(a) 2,388,384,673 2,300,400,798 87,983,875 3.8%

営業収益 1,077,029,471 1,070,263,386 6,766,085 0.6%

営業外収益 1,311,355,202 1,230,137,412 81,217,790 6.6%

特別利益 0 0 0 －

下水道事業費用(b) 2,387,515,261 2,299,011,170 88,504,091 3.8%

営業費用 2,280,532,867 2,185,111,851 95,421,016 4.4%

営業外費用 106,891,281 113,768,144 △ 6,876,863 △6.0%

特別損失 91,113 131,175 △ 40,062 △30.5%

差 引 額 (a)-(b) 869,412 1,389,628 △ 520,216 －

区　　　分 増減率
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４ 財政状態

(１)資産及び負債・資本の状況

令和６年度の財政状態と前年度との比較は、次のとおりである。

① 資産の部(貸借対照表・固定資産明細書による) (単位：円)

資産合計３４９億７８３万７,９３８円で、前年度と比べ、７億４,１０９万５,６８

１円(２.１％)減少している。

この内訳は、有形固定資産では、建物が５７３万２,１４９円(３.４％)、構築物が

７億７,３８２万３,４４１円(２.７％)、工具、器具及び備品が８万５,４８０円(３１.

２％)減少し、機械及び装置が１億３,８８９万２,１５１円(２０.２％)、建設仮勘定

が１億４,２９１万８,７１２円(８１.７％)増加している。

有形固定資産が減少した主な要因は、令和６年度に取得した資産の取得価格よりも

各資産の減価償却費が上回ったことによるものである。

無形固定資産では、施設利用権が２億３,２３１万３,１３７円(５.７％)減少してい

る。

また、流動資産では、現金預金が８２６万８,２０９円(１.５％)、未収金が１,５０

７万２,７７３円(５.４％)それぞれ増加している。

令和６年度 令和５年度 増減額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

有形固定資産(a) 30,166,462,659 30,664,292,866 △ 497,830,207 △1.6%

土 地 653,651,716 653,651,716 0 0.0%

建 物 161,454,110 167,186,259 △ 5,732,149 △3.4%

構 築 物 28,208,120,635 28,981,944,076 △ 773,823,441 △2.7%

機 械 及 び 装 置 825,240,748 686,348,597 138,892,151 20.2%

工具、器具及び備品 188,256 273,736 △ 85,480 △31.2%

建 設 仮 勘 定 317,807,194 174,888,482 142,918,712 81.7%

無形固定資産(b) 3,826,613,896 4,058,927,033 △ 232,313,137 △5.7%

施 設 利 用 権 3,826,613,896 4,058,927,033 △ 232,313,137 △5.7%

投資その他の資産(c) 30,502,958 30,502,958 0 0.0%

基 金 30,502,958 30,502,958 0 0.0%

流 動 資 産(d) 884,258,425 895,210,762 △ 10,952,337 △1.2%

現 金 預 金 570,166,220 561,898,011 8,268,209 1.5%

未 収 金 296,147,663 281,074,890 15,072,773 5.4%

貸倒引当金（△） △ 2,721,458 △ 3,322,139 600,681 △18.1%

前 払 金 20,666,000 55,560,000 △ 34,894,000 △62.8%

資 産 合 計

(a)+(b)+(c)+(d)

区　　　分 増減率

34,907,837,938 35,648,933,619 △ 741,095,681 △2.1%
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② 負債・資本の部(貸借対照表による) (単位：円)

負債・資本合計３４９億７８３万７,９３８円で、前年度と比べ、７億４,１０９万

５,６８１円(２.１％)減少している。

この内訳は、固定負債が２億１,６８１万６,３３９円(３.３％)、流動負債が９,６

６７万２,９５２円(８.０％)、繰延収益が４億７,０６７万４,８０２円(２.２％)減少

している。

固定負債が減少した要因は、企業債の償還が進み、企業債残高が減少したことによ

るものである。

また、繰延収益が減少した要因は、長期前受金の収益化が進んだことによるもので

ある。

令和６年度 令和５年度 増減額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

固定負債(a) 6,323,206,310 6,540,022,649 △ 216,816,339 △3.3%

企 業 債 6,323,206,310 6,540,022,649 △ 216,816,339 △3.3%

流動負債(b) 1,106,593,836 1,203,266,788 △ 96,672,952 △8.0%

企 業 債 552,216,339 573,426,748 △ 21,210,409 △3.7%

未 払 金 545,913,677 622,668,360 △ 76,754,683 △12.3%

引 当 金 7,923,820 6,671,680 1,252,140 18.8%

そ の 他 流 動 負 債 540,000 500,000 40,000 8.0%

繰延収益(c) 20,764,116,326 21,234,791,128 △ 470,674,802 △2.2%

長 期 前 受 金 27,392,104,237 26,994,204,530 397,899,707 1.5%

長期前受金収益化累計額 △ 6,627,987,911 △ 5,759,413,402 △ 868,574,509 15.1%

資本金(d) 6,231,733,753 6,189,534,753 42,199,000 0.7%

自 己 資 本 金 6,231,733,753 6,189,534,753 42,199,000 0.7%

剰余金(e) 482,187,713 481,318,301 869,412 0.2%

資 本 剰 余 金 478,904,126 478,904,126 0 0.0%

利 益 剰 余 金 3,283,587 2,414,175 869,412 36.0%

欠 損 金 ( △ ) 0 0 0 －

負 債 ・ 資 本 合 計

(a)+(b)+(c)+(d)+(e)

区　　　分 増減率

34,907,837,938 35,648,933,619 △ 741,095,681 △2.1%
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(２)財務分析等

財務分析は、財政運営の健全性や安全性を示す指標となるもので、財務比率の主な

もの、及び前年度と類似団体の比較は、次のとおりである。

(単位：％)

(注)１ 令和６年度及び令和５年度の数値は、負債比率を除き、それぞれの年度の地方公営企業決算状況調査に

よる。

２ 類似団体の数値は、総務省の「令和５年度下水道事業経営指標・下水道使用料の概要」による。

総収支比率は、総費用が総収益によってどの程度賄っているかを示す指標で、この

比率が１００％未満の場合は、健全な経営とは言えないため、１００％以上が望まし

い。

令和６年度は１００.０％となっている。

経常収支比率は、収益性を見る際の代表的な指標で、経常費用が経常収益によって

どの程度賄われているかを示すもので、この比率が高いほど経常利益率が高く、１０

０％未満の場合は、経常損失が生じていることになる。

令和６年度は１００.０％となっている。

区 分
令和

６年度

令和

５年度

類 似

団 体

平均 R 5

算 式

総 収 支 比 率 100.0 100.1 108.3
総 収 益

×１００
総 費 用

経 常 収 支 比 率 100.0 100.1 108.2
営業収益＋営業外収益

×１００
営業費用＋営業外費用

営 業 収 支 比 率 47.2 49.0 －
営業収益－受託工事収益

×１００
営業費用－受託工事費

自 己 資 本

構 成 比 率
78.7 78.6 62.4

自己資本金＋剰余金＋繰延収益

×１００
負債・資本合計

固 定 資 産 対

長 期 資 本 比 率
100.7 100.9 101.4

固 定 資 産

×１００資本金＋剰余金＋評価差額＋

固定負債＋繰延収益

流 動 比 率 79.9 74.4 －
流 動 資 産

×１００
流 動 負 債

負 債 比 率 119.2 125.1 －
固定負債＋流動負債

×１００
自 己 資 本
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営業収支比率は、経常収支比率と同様に収益性を見る際の代表的な指標で、営業費

用が営業収益によってどの程度賄われているかを示すもので、この比率が高いほど営

業利益率が高く、１００％未満の場合は、営業損失が生じていることになる。

令和６年度は４７.２％で、物価高騰や人件費上昇などの影響で施設等の維持管理費

用や流域下水道維持管理負担金が増加したことなどにより１.８ポイント悪化し、前年

度と同様に営業損失が生じている。

自己資本構成比率は、総資本の中に占める自己資本の割合を表す指標で、企業経営

の安定性を示すもので、令和６年度は７８.７％で、０.１ポイント良化している。

固定資産対長期資本比率は、長期の安定した資本で固定資産をどの程度賄っている

かを表す指標で、この比率が１００％を超えると固定資産に過大な投資が行われたこ

とを示すものである。

令和６年度は１００.７％で、前年度と比べ、０.２ポイント良化している。

流動比率は、流動負債に対する流動資産の割合であり、短期債務に対する支払能力

を表す指標で、１００％を下回ると不良債務が発生していることを示すものである。

令和６年度は７９.９％で、前年度と比べ、５.５ポイント良化している。

負債比率は、自己資本に対して負債がどの程度あるかを示す指標で、この比率は、

１００％以下が望ましいとされている。

令和６年度は１１９.２％で、前年度と比べ５.９ポイント良化している。
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第７ 総 括 的 意 見

令和６年度の木津川市公共下水道事業は、建設改良費に６億９,０４３万３,０７０円

が投じられ、年度末の供用開始面積は１,５５１.７ha で、処理区域内人口は７万４,４

７７人、水洗化率は９５.１％、水洗化戸数は２万９,８３５戸となり、前年度と比べ６

１５戸の増加となっている。

また、利益率は、物価高騰や人件費上昇等による費用の増加により前年度よりも３.９

ポイント悪化しており、経営安定化に努められたい。

① 業務状況

令和６年度における下水道整備は、３件の面整備工事を実施し、下水道管を０.２１㎞

布設しており、処理区域内面積は０.５ha の拡大となっている。

総人口に対する普及率は９４.１％で０.２ポイント増加し、年間総処理水量は７０９

万９,０２９㎥で、有収水量は７０１万９,００４㎥、有収量率は０.９ポイント減の９８.

９％となっている。

今後は、長期間接続されていない建物所有者へ早期接続を促す指導体制を構築し、水

洗化率の向上に努められたい。

② 経営状況等

令和６年度の経営状況は、総収益が２３億８,８３８万４,６７３円で、総費用は２３

億８,７５１万５,２６１円となり、これらを差引いた結果、８６万９,４１２円の税抜純

利益となっている。収支状況は費用等の増加により悪化しており、他会計補助金に依存

していることからも、未接続世帯への下水道接続促進に向けた対策を更に講じるととも

に、引き続き経営改善に努められたい。

下水道使用料単価は１４９円６５銭であり、これに対する処理原価は１８５円３０銭

であることから、３５円６５銭の差損となっている。前年度の２７円９銭の差損から８

円５６銭悪化しており、３５円３０銭の基準内繰入を含み３５円６５銭に相当する部分

については、繰入金で対応されている。引き続き、処理原価を縮減させるための経営改

善に努めたれたい。

また、下水道事業は、構築物をはじめとする固定資産が多額となることから、非現金

支出の減価償却費だけで営業収益を上回り、収益的支出の５７.３％を占めていることや、

収益においても非現金収入である長期前受金戻入が収益的収入の３６.８％を占めている

ことから、留意が必要である。
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③ 財政状況等

経営の安定性を示す指標の一つで、総資本に対する自己資本の割合を示す自己資本構

成比率は７８．７％で、前年度と比べて０．１ポイント良化しており、また、類似団体

と比較しても安定的に経営されていると言える。その一方で事業の収益性を見る営業収

支比率は４７．２％で、前年度と比べ、１.８ポイント悪化しており、依然として営業損

失が生じているので、費用の縮減に努められたい。

④ 下水道使用料の収納及び滞納対策状況等

下水道事業の財源である下水道使用料の令和７年３月末現在の現年度分の収納率は、

１２か月分の使用料調定額に対して、納入済の９.５か月分の使用料徴収として７７.３％、

過年度分の収納率は９０.９％となっており、全体の収納率は８０.０％で、前年度の３

月末現在と比べると、０.１ポイント良化している。なお、納入手続の完了していない２.

５か月分の使用料を含む現年分と滞納繰越分を合わせた未収額は、２億８,４４６万４,

６０８円となっている。

下水道使用料の滞納対策については、通常の催告書に加え、前年度の滞納者に対して

「未納のお知らせ」と納付書を送付するなどの徴収努力は認められる。しかしながら、

滞納状況が改善されているとは言い難い。ついては、納付資力のある悪質な滞納者につ

いては財産調査等を行い、差押え等の滞納処分を適切に実施されたい。また、民間委託

されている滞納対策支援業務については、適切に指示し、委託効果を高められたい。

⑤ 安定した経営に向けて

令和６年度末での普及率は９４.１％であり、概ね普及促進は図れているが、今後は、

人口密度の低い地域での整備が多くなるため効率的な整備や、接続率の向上を図り、収

益化の向上に努められたい。

また、下水道施設の老朽化に対応した維持管理・更新が課題となるため、ストックマ

ネジメント計画に基づき、施設の長寿命化や投資の平準化を図り、安定的な事業の継続

に努められたい。

下水道使用料改定により、下水道事業会計に対する一般会計からの基準外繰入金は減

少したものの、一般会計からの繰入金に依存する経営体質は続いており、継続して事務

事業全般の見直しに取り組まれたい。

なお、今後も定期的に処理原価と下水道使用料単価を検証し、経営改善を反映させた

適正な下水道使用料となるよう努められたい。
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む す び

下水道整備事業が終盤を迎える中、工事の施工・管理を適切に行い、早期整備完了を実

現するとともに、接続促進に向けた取り組みに努められたい。また、老朽化が進む処理施

設の長寿命化対策であるストックマネジメント計画に基づき、更新・改築等の事業を引き

続き効率的に進められたい。

公共下水道は、生活環境の改善、公共用水域の水質保全及び浸水被害の解消など、市民

生活の根幹を担う都市基盤であり、将来にわたり持続的かつ安定的な経営が求められる。

下水道使用料改定により、一般会計からの基準外繰入金については前年度に引き続き縮

減されたが、依然として一般会計からの繰入金等により収支の均衡を保っている状況であ

る。よって、経営状況を常に公開し、使用者の理解を得るとともに、独立採算の原則を踏

まえ、経営改善に向けた効率的な事業運営や収入確保・滞納対策等の取り組みに努められ

たい。また、令和６年９月に中間改定した「木津川市公共下水道事業経営戦略」に基づき、

経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図るため、さらなる経営健全化に取り組まれ

たい。
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決 算 審 査 資 料
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第１表 予算決算対照比率表

１ 収益的収支

① 下水道事業収益 (単位：円、％)

(注)表中の金額には仮受消費税及び地方消費税を含む。

構成比率は、各区分で小数点第１位未満を四捨五入したものであり、合計に一致しない場合がある。

予算額 構成比率 予算額 構成比率 決算額 構成比率 決算額 構成比率 ６年度 ５年度

営業収益 1,183,739,000 46.9 1,175,978,000 48.8 1,182,069,769 47.3 1,175,070,905 48.9 99.9 99.9

下水道使用料 1,155,359,000 45.8 1,153,223,000 47.9 1,155,443,269 46.2 1,153,252,416 48.0 100.0 100.0

他会計負担金 27,464,000 1.1 21,739,000 0.9 25,738,000 1.0 20,867,000 0.9 93.7 96.0

その他営業収益 916,000 0.0 1,016,000 0.0 888,500 0.0 951,489 0.0 97.0 93.7

営業外収益 1,338,659,000 53.1 1,233,003,000 51.2 1,316,194,361 52.7 1,229,966,276 51.1 98.3 99.8

他会計負担金 357,842,000 14.2 284,373,000 11.8 304,193,000 12.2 236,586,000 9.8 85.0 83.2

他会計補助金 99,618,000 3.9 85,108,000 3.5 125,953,000 5.0 129,850,000 5.4 126.4 152.6

　長期前受金戻入 878,351,000 34.8 863,099,000 35.8 878,353,087 35.2 863,100,284 35.9 100.0 100.0

消費税及び地方消費税額還付金 0 0.0 0 0.0 4,871,907 0.2 0 0.0 皆増 ―

雑収益 2,848,000 0.1 423,000 0.0 2,823,367 0.1 429,992 0.0 99.1 101.7

特別利益 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

その他特別利益 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

合　　　計 2,522,399,000 100.0 2,408,982,000 100.0 2,498,264,130 100.0 2,405,037,181 100.0 99.0 99.8

区　　分
令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度

予算額に対する

決算額の割合
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② 下水道事業費用 (単位：円、％)

(注)表中の金額には仮払消費税及び地方消費税を含む。

構成比率は、各区分で小数点第１位未満を四捨五入したものであり、合計に一致しない場合がある。

予算額 構成比率 予算額 構成比率 決算額 構成比率 決算額 構成比率 ６年度 ５年度

営業費用 2,393,000,000 94.9 2,271,842,000 94.3 2,363,684,586 95.7 2,260,181,224 95.1 98.8 99.5

管渠費 31,173,000 1.2 23,543,000 1.0 21,806,102 0.9 20,535,347 0.9 70.0 87.2

処理場費 137,460,000 5.4 125,427,000 5.2 123,166,250 5.0 119,697,258 5.0 89.6 95.4

雨水幹線維持管理費 8,283,000 0.3 2,558,000 0.1 6,558,078 0.3 1,855,440 0.1 79.2 72.5

普及指導費 300,000 0.0 500,000 0.0 60,000 0.0 260,000 0.0 20.0 52.0

業務費 63,258,000 2.5 61,902,000 2.6 61,246,318 2.5 61,658,090 2.6 96.8 99.6

総係費 75,298,000 3.0 58,132,000 2.4 73,653,494 3.0 56,454,597 2.4 97.8 97.1

流域下水道維持管理費 692,274,000 27.4 622,997,000 25.9 692,243,748 28.0 622,939,219 26.2 100.0 100.0

減価償却費 1,367,026,000 54.2 1,353,637,000 56.2 1,367,022,835 55.3 1,353,635,318 57.0 100.0 100.0

資産減耗費 17,928,000 0.7 23,146,000 1.0 17,927,761 0.7 23,145,955 1.0 100.0 100.0

営業外費用 126,372,000 5.0 133,790,000 5.6 106,123,809 4.3 115,828,241 4.9 84.0 86.6

支払利息及び企業債利息 106,371,000 4.2 113,789,000 4.7 106,123,809 4.3 113,594,841 4.8 99.8 99.8

消費税及び地方消費税 20,000,000 0.8 20,000,000 0.8 0 0.0 2,233,400 0.1 0.0 11.2

その他営業外費用 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

特別損失 350,000 0.0 350,000 0.0 100,220 0.0 144,290 0.0 28.6 41.2

過年度損益修正損額 350,000 0.0 350,000 0.0 100,220 0.0 144,290 0.0 28.6 41.2

予備費 2,677,000 0.1 3,000,000 0.1 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

予備費 2,677,000 0.1 3,000,000 0.1 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0

合計 2,522,399,000 100.0 2,408,982,000 100.0 2,469,908,615 100.0 2,376,153,755 100.0 97.9 98.6

区　　分
令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度

予算額に対する

決算額の割合
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２ 資本的収支
① 収 入 (単位：円、％)

(注)表中の金額には仮受消費税及び地方消費税を含む。

構成比率は、各区分で小数点第１位未満を四捨五入したものであり、合計に一致しない場合がある。

② 支 出 (単位：円、％)

(注)表中の金額には仮払消費税及び地方消費税を含む。

構成比率は、各区分で小数点第１位未満を四捨五入したものであり、合計に一致しない場合がある。

予算額 構成比率 予算額 構成比率 決算額 構成比率 決算額 構成比率 ６年度 ５年度

資本的収入 1,491,149,000 100.0 1,145,923,000 100.0 793,417,000 100.0 824,165,000 100.0 53.2 71.9

企業債 698,100,000 46.8 551,000,000 48.1 335,400,000 42.3 380,200,000 46.1 48.0 69.0

他会計出資金 42,199,000 2.8 47,440,000 4.1 42,199,000 5.3 47,440,000 5.8 100.0 100.0

他会計補助金 85,475,000 5.7 96,083,000 8.4 114,475,000 14.4 100,000,000 12.1 133.9 104.1

国庫補助金 665,375,000 44.6 451,400,000 39.4 301,343,000 38.0 296,525,000 36.0 45.3 65.7

基金繰入金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 － －

その他資本的収入 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 － －

区　　分
令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度

予算額に対する

決算額の割合

予算額 構成比率 予算額 構成比率 決算額 構成比率 決算額 構成比率 ６年度 ５年度

資本的支出 2,022,413,000 100.0 1,660,149,000 100.0 1,263,859,818 100.0 1,263,744,776 100.0 62.5 76.1

建設改良費 1,448,985,000 71.6 1,063,798,000 64.1 690,433,070 54.6 667,394,397 52.8 47.6 62.7

企業債償還金 573,428,000 28.4 596,351,000 35.9 573,426,748 45.4 596,350,379 47.2 100.0 100.0

積立金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 － －

区　　分
令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度

予算額に対する

決算額の割合
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第２表 損益計算書構成及びすう勢比率表(税抜)
(単位：円、％)

(注)構成比率は、各区分で小数点第１位未満を四捨五入したものであり、合計に一致しない場合がある。

すう勢比率は、令和４年度を基準年度(１００)とする。

借 方 貸 方

区 分
６年度

決算額

構 成 比 率 す う 勢 比 率
区 分

６年度

決算額

構 成 比 率 す う 勢 比 率

６年度 ５年度 ６年度 ５年度 ６年度 ５年度 ６年度 ５年度

１ 営業費用 2,280,532,867 95.5 95.0 107.7 103.2 １ 営業収益 1,077,029,471 45.1 46.5 116.9 116.2

管 渠 費 19,841,568 0.8 0.8 122.6 115.5 下 水 道 使 用 料 1,050,402,971 44.0 45.6 116.6 116.4

処 理 場 費 111,979,907 4.7 4.7 113.7 110.5 他 会 計 負 担 金 25,738,000 1.1 0.9 132.8 107.7

雨水幹線維持管理費 5,961,902 0.2 0.1 皆増 皆増 その他営業収益 888,500 0.0 0.0 76.0 81.4

普 及 指 導 費 60,000 0.0 0.0 46.2 200.0

業 務 費 55,934,671 2.3 2.5 98.1 98.9 ２ 営業外収益 1,311,355,202 54.9 53.5 99.2 93.1

総 係 費 72,491,115 3.0 2.4 75.6 58.7 他 会 計 負 担 金 304,193,000 12.7 10.3 196.3 152.6

流域下水道維持管理費 629,313,108 26.4 24.6 123.9 111.5 他 会 計 補 助 金 125,953,000 5.3 5.6 45.1 46.5

減 価 償 却 費 1,367,022,835 57.3 58.9 101.8 100.8 長期前受金等戻入 878,353,087 36.8 37.5 99.0 97.3

資 産 減 耗 費 17,927,761 0.8 1.0 皆増 皆増 雑 収 益 2,856,115 0.1 0.0 635.0 133.6

２ 営業外費用 106,891,281 4.5 4.9 86.2 91.7 ３ 特別利益 0 0.0 0.0 － －

支払利息及び企業債利息 106,123,809 4.4 4.9 85.7 91.7 その他特別利益 0 0.0 0.0 － －

その他営業外費用 767,472 0.0 0.0 390.0 88.1

３ 特別損失 91,113 0.0 0.0 33.5 48.3

過年度損益修正損 91,113 0.0 0.0 33.5 48.3

計 2,387,515,261 100.0 100.0 106.5 102.5 計 2,388,384,673 100.0 100.0 106.5 102.6

純 利 益 869,412 － － － － 純 損 失 0 － － － －

合 計 2,388,384,673 － － － － 合 計 2,388,384,673 － － － －
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第３表 貸借対照表構成及びすう勢比率表
(単位：円、％)

(注)構成比率は、各区分で小数点第１位未満を四捨五入したものであり、合計に一致しない場合がある。

すう勢比率は、令和４年度を基準年度(１００)とする。

借 方 貸 方

区 分
６年度

決算額

構 成 比 率 す う 勢 比 率
区 分

６年度

決算額

構 成 比 率 す う 勢 比 率

６年度 ５年度 ６年度 ５年度 ６年度 ５年度 ６年度 ５年度

１ 固定資産 34,023,579,513 97.5 97.5 95.8 97.9 １ 固定負債 6,323,206,310 18.1 18.3 93.9 97.1

有 形 固 定 資 産 30,166,462,659 86.4 86.0 96.7 98.3 建設改良費等財源充当企業債 6,323,206,310 18.1 18.3 94.1 97.2

無 形 固 定 資 産 3,826,613,896 11.0 11.4 89.5 94.9 その他の企業債 0 0.0 0.0 皆減 46.7

投資その他の資産 30,502,958 0.1 0.1 100.0 100.0

２ 流動負債 1,106,593,836 3.2 3.4 114.6 124.7

２ 流動資産 884,258,425 2.5 2.5 166.4 168.5 建設改良費等財源充当企業債 546,499,671 1.6 1.6 92.7 96.1

現 金 預 金 570,166,220 1.6 1.6 206.3 203.4 その他の企業債 5,716,668 0.0 0.0 87.5 100.0

未 収 金 296,147,663 0.8 0.8 114.9 109.0 未 払 金 545,913,677 1.6 1.7 151.3 172.6

貸 倒 引 当 金 △2,721,458 0.0 0.0 97.0 118.4 引 当 金 7,923,820 0.0 0.0 103.6 87.2

前 払 金 20,666,000 0.1 0.2 皆増 皆増 その他流動負債 540,000 0.0 0.0 108.0 100.0

３ 繰延収益 20,764,116,326 59.5 59.6 95.6 97.7

長 期 前 受 金 27,392,104,237 78.5 75.7 102.9 101.4

長期前受金収益化累計額 △6,627,987,911 △19.0 △16.2 135.3 117.6

４ 資本金 6,231,733,753 17.9 17.4 101.5 100.8

自 己 資 本 金 6,231,733,753 17.9 17.4 101.5 100.8

５ 剰余金 482,187,713 1.4 1.4 100.5 100.3

資 本 剰 余 金 478,904,126 1.4 1.3 100.0 100.0

利 益 剰 余 金 3,283,587 0.0 0.0 320.5 235.6

欠 損 金 0 － － － －

資 産 合 計 34,907,837,938 100.0 100.0 96.8 98.9 負債・資本合計 34,907,837,938 100.0 100.0 96.8 98.9
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第４表 財務分析表

区 分 ６年度 ５年度 ４年度 算 式 備 考

１ 経 常 利 益
千円

961

千円

1,521

千円

573
経 常 利 益 又 は 経 常 損 失 営業利益に営業外収益を加え、営業外費用を指し引いた利益(損失)である。

２ 累 積 欠 損 金
千円

0

千円

0

千円

0
当 年 度 未 処 理 欠 損 金

営業活動によって欠損を生じた場合に、繰越利益剰余金、利益積立金、資本剰

余金等により補てんできなかった各事業年度の損失(赤字)が累積されたものをい
う。

３ 総 収 支 比 率
％

100.0

％

100.1

％

100.0

総 収 益 ×
100

総費用に対する総収益の割合であり、総体の収益で総体の費用を賄うことがで
きるかどうかを示すもので、比率が１００％未満の事業は収益で費用が賄われて

いないことを意味する。総 費 用

４ 経 常 収 支 比 率
％

100.0

％

100.1

％

100.0

営 業 収 益 ＋ 営 業 外 収 益 ×
100

経常費用が経常収益によってどの程度賄われているかを示すものであり、この
比率が高いほど経常利益率が高いことを表し、比率が１００％未満であることは
経常損失が生じていることを意味する。営 業 費 用 ＋ 営 業 外 費 用

５ 営 業 収 支 比 率
％

47.2

％

49.0

％

43.5

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 ×
100

営業費用が営業収益によってどの程度賄われているかを示すもので、この比率

が１００％未満である場合は営業損失が生じていることを意味する。営 業 費 用 － 受 託 工 事 費

６ 経 常 損 失 比 率
％

0.0

％

0.0

％

0.0

経 常 損 失 ×
100

経常損失が営業収益(受託工事収益を除く。)に占める割合を示すものである。
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

７ 累積欠損金比率
％

0.0

％

0.0

％

0.0

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 ×
100

事業体の経営状況が健全な状態にあるかどうかを累積欠損金の有無により把握
するもので営業収益に対する累積欠損金の割合を表すものである。営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

８ 不 良 債 務 比 率
％

0.0

％

0.0

％

0.0

不 良 債 務 ×
100

営業収益に対する不良債務の割合であり、不良債務の有無と営業収益との対応
関係から事業体の経営状況を見るものである。営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

９ 自己資本構成比率
％

78.7

％

78.3

％

78.6

自己資本金＋剰余金＋繰延収益 × 総資本(負債及び資本)に占める自己資本との関係を示すもので、自己資本構成
比率が大きいほど経営の安定性が高いとされている。負 債 ・ 資 本 合 計 100

10
固 定 資 産
対長期資本比率

％

100.7

％

100.9

％

101.2

固 定 資 産 × 固定資産対長期資本比率は、固定資産に対する自己資本と固定負債との関係を
示すもので、１００％以下が望ましいとされている。資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益 100

11 流 動 比 率
％

79.9

％

74.4

％

55.0

流 動 資 産 ×
100

流動負債に対する流動資産の割合を示すもので、短期債務に対する支払能力を
現す。比率は１００％以上であることが必要である。流 動 負 債

12
企 業 債 償 還 元 金

対減価償却額比率

％

41.5

％

43.6

％

45.8

建設改良のための企業債償還金 ×
100

投下資本の回収と再投資との間のバランスを見る指標である。一般的に、この

比率が１００％を超えると再投資を行うに当たって企業債等の外部資金に頼らざ
るを得なくなり、投資の健全性は損なわれることになる。当 年 度 減 価 償 却 費

13
企業債元利償還金

対 料 金 収 入 比 率

％

64.1

％

67.1

％

82.1

建設改良のための企業債元利償還金 ×
100

企業債元金償還金の料金収入に対する割合を示すものである。地方公営企業の

場合、建設投資の財源が企業債に依存していることから、この比率は高くなる。料 金 収 入

14
職 員 給 与 費
対料金収入比率

％

5.4

％

4.9

％

7.1

職 員 給 与 費 ×
100

この比率が高いほど、固定費の割合が高くなり、財政硬直化の原因となる。
料 金 収 入
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第５表 キャッシュ・フロー計算書
(単位：円)

区 分 令和６年度 令和５年度 令和４年度

１．業務活動によるキャッシュ・フロー 451,224,924 697,669,265 385,365,842

当年度純利益(△は純損失) 869,412 1,389,628 300,449

減価償却費 1,367,022,835 1,353,635,318 1,342,557,619

固定資産除却費 17,927,761 23,145,955 0

引当金の増減額(△は減少) 651,459 △978,876 △97,554

長期前受金戻入額 △878,353,087 △863,100,284 △886,940,969

支払利息 106,123,809 113,594,841 123,874,332

未収金の増減額(△は増加) △15,072,773 △22,750,256 6,019,591

前払金の増減額(△は減少) 34,894,000 △55,560,000 0

未払金の増減額(△は減少) △76,754,683 261,887,780 △76,473,294

その他流動負債の増減額(△は減少) 40,000 0 0

小 計 557,348,733 811,264,106 509,240,174

利息の支払額 △106,123,809 △113,594,841 △123,874,332

２．投資活動によるキャッシュ・フロー △247,128,967 △243,375,599 △103,543,457

有形固定資産の取得による支出 △567,321,466 △537,453,603 △370,834,835

無形固定資産の取得による支出 △64,476,060 △76,495,720 △95,553,275

国庫補助金等による収入 273,981,592 273,426,827 158,139,742

他会計負担による収入 0 0 61,697,078

負担金による収入 0 0 1,410,910

基金の取り崩しによる収入 0 0 0

一般会計からの繰入金による収入 110,686,967 97,146,897 141,596,923

３．財務活動によるキャッシュ・フロー △195,827,748 △168,710,379 △336,410,172

建設改良費等財源に充てるための企業債

による収入
335,400,000 380,200,000 285,400,000

建設改良費等財源に充てるための企業債

の償還による支出
△573,426,748 △596,350,379 △621,810,172

他会計からの出資による収入 42,199,000 47,440,000 0

資金増加額（又は減少額） 8,268,209 285,583,287 △54,587,787

資金減少額 － － －

資金期首残高 561,898,011 276,314,724 330,902,511

資金期末残高 570,166,220 561,898,011 276,314,724


